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（
財
政
金
融
委
員
会
）

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
（
閣
法
第
一
二
号

（
衆
議
院
送
付
）
要
旨

）

本
法
律
案
は
、
現
下
の
経
済
・
財
政
状
況
等
を
踏
ま
え
、
持
続
的
な
経
済
社
会
の
活
性
化
を
実
現
す
る
た
め
の
あ
る
べ
き
税

制
の
構
築
に
向
け
、
定
率
減
税
を
縮
減
す
る
と
と
も
に
、
金
融
・
証
券
税
制
、
国
際
課
税
、
中
小
企
業
関
係
税
制
等
に
つ
き
所

要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
個
人
所
得
課
税

１

定
率
減
税
の
規
模
を
二
分
の
一
（
現
行
、
控
除
率
二
十
％
、
控
除
限
度
額
二
十
五
万
円
）
に
縮
減
す
る
措
置
を
、
平
成

十
八
年
分
以
後
の
所
得
税
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

２

寄
付
金
控
除
の
控
除
限
度
額
を
総
所
得
金
額
等
の
三
十
％
（
現
行
二
十
五
％
）
相
当
額
に
引
き
上
げ
る
。

３

国
民
年
金
保
険
料
等
に
係
る
社
会
保
険
料
控
除
に
つ
い
て
、
確
定
申
告
等
の
際
に
納
付
証
明
書
の
添
付
等
を
義
務
付
け

る
。

二
、
金
融
・
証
券
税
制

１

特
定
口
座
で
管
理
さ
れ
て
い
た
株
式
に
つ
い
て
、
発
行
会
社
の
清
算
結
了
等
に
よ
り
無
価
値
化
損
失
が
生
じ
た
場
合
に
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は
、
こ
れ
を
株
式
等
の
譲
渡
損
失
と
み
な
す
措
置
を
講
ず
る
。

２

金
融
先
物
取
引
に
よ
る
所
得
に
つ
い
て
、
先
物
取
引
に
係
る
雑
所
得
等
の
課
税
の
特
例
（
差
金
等
決
済
に
係
る
所
得
の

十
五
％
申
告
分
離
課
税
等
）
の
対
象
に
追
加
す
る
。

三
、
国
際
課
税

１

外
国
子
会
社
合
算
税
制
に
つ
い
て
、
次
の
措
置
を
講
ず
る
。

①

合
算
課
税
の
対
象
と
な
る
留
保
所
得
か
ら
、
所
在
地
国
に
お
け
る
直
接
の
人
件
費
の
十
％
相
当
額
を
控
除
す
る
。

②

合
算
課
税
済
留
保
所
得
を
配
当
し
た
場
合
の
損
金
算
入
期
間
を
五
年
か
ら
十
年
に
延
長
す
る
。

③

合
算
課
税
の
適
用
対
象
に
つ
い
て
、
租
税
負
担
割
合
の
著
し
く
低
い
外
国
信
託
に
留
保
し
た
所
得
を
含
め
る
。

２

民
法
組
合
等
の
外
国
組
合
員
に
係
る
所
得
に
つ
い
て
、
二
十
％
の
源
泉
徴
収
制
度
を
創
設
す
る
。

四
、
中
小
企
業
関
係
税
制

中
小
企
業
等
基
盤
強
化
税
制
の
対
象
に
中
小
企
業
の
新
た
な
事
業
活
動
の
促
進
に
関
す
る
法
律
に
係
る
措
置
を
追
加
す
る

と
と
も
に
、
特
定
中
小
会
社
が
発
行
し
た
株
式
に
係
る
譲
渡
所
得
等
の
金
額
を
二
分
の
一
に
軽
減
す
る
特
例
（
い
わ
ゆ
る

エ
ン
ジ
ェ
ル
税
制
）
の
適
用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
。
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五
、
そ
の
他

１

人
材
投
資
促
進
税
制
と
し
て
、
教
育
訓
練
費
の
増
加
額
の
二
十
五
％
相
当
額
を
税
額
控
除
す
る
制
度
を
創
設
す
る
と
と

も
に
、
中
小
企
業
に
つ
い
て
は
、
こ
の
制
度
と
の
選
択
制
で
、
各
年
度
の
教
育
訓
練
費
の
総
額
に
対
し
て
、
教
育
訓
練
費

増
加
率
に
応
じ
た
控
除
率
に
よ
る
税
額
控
除
を
認
め
る
。

２

民
事
再
生
法
等
の
法
的
整
理
等
が
行
わ
れ
る
場
合
に
、
債
務
者
で
あ
る
法
人
に
つ
い
て
、
資
産
の
評
価
損
益
を
計
上
す

る
措
置
と
期
限
切
れ
欠
損
金
を
優
先
控
除
す
る
措
置
を
一
体
的
に
講
ず
る
。

３

登
録
検
査
機
関
等
の
登
録
等
に
対
し
、
登
録
免
許
税
の
負
担
を
求
め
る
措
置
を
講
ず
る
。

４

共
同
で
現
物
出
資
を
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
の
廃
止
等
既
存
の
特
別
措
置
の
整
理
合
理
化
を
行
う
と
と
も
に
、
住
宅

用
家
屋
に
係
る
所
有
権
の
保
存
登
記
等
に
対
す
る
登
録
免
許
税
の
特
例
等
期
限
の
到
来
す
る
特
別
措
置
に
つ
い
て
、
実
情

に
応
じ
適
用
期
限
を
延
長
す
る
な
ど
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
。

六
、
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
別
段
の
定
め
の
あ
る
も
の
を
除
き
、
平
成
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

な
お
、
本
法
律
施
行
に
伴
う
平
成
十
七
年
度
の
租
税
増
収
見
込
額
は
、
約
千
七
百
九
十
億
円
で
あ
る
。


